
橋本都市拠点地区
地区計画の概要

地区計画が定められた地区では
建築物の建築などを行おうとする場合には、建築確認申請に先立ち、これらの計画について

市に届出（着手する３０日前まで）が必要となります。

○ 地区内で建物を建てる時には、次のような手続きが必要です。
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橋本都市拠点地区の地区計画についてのお問い合わせは・・・相模原市 都市計画課
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橋本都市拠点地区 地区計画 決定事項 

 

名 称  橋本都市拠点地区地区計画 

位 置  相模原市緑区西橋本二丁目、西橋本三丁目及び西橋本五丁目 

面 積  約１６．５ｈａ 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の

目標 

 橋本地区は、県北の経済・文化の中心的な役割を担う広域拠点として位置付

けられており、商業、業務、文化、研究、交流等の都市機能の集積を図る地区

である。 

 その一翼を担う当地区は、土地区画整理事業により良好な都市基盤の整備が

予定されている区域と既に開発により都市基盤の整備がされた区域である。 

 このため、地区計画の策定により、建築物等を計画的に誘導し、土地区画整

理事業等による整備効果の増進を図り、都市拠点としてふさわしい、魅力ある

良好な市街地環境の形成を図ることを目標とする。 

土地利用の

方針 

 都市拠点にふさわしい調和とバランスのとれた魅力的な市街地を形成するた

め、オープンスペースの創出を図り、以下の地区ごとに応じた特色のある土地

利用を誘導する。 

＜Ａ地区＞ 

 新たな都市拠点の創出を目指し、土地の高度利用を図るとともに、交流施設

や研究開発施設をはじめ地域経済の発展に寄与する業務施設等の集積を促進す

る。 

＜Ｂ地区＞ 

 地区の中心に位置する街区で、公共施設、交流施設の整備とともに、職住近

接型の都市型住宅を供給する区域として、土地の高度利用を図る。 

＜Ｃ地区＞ 

 既存商業施設に加え、さらに商業・業務施設の誘導と、土地の高度利用を促

進し地区内及び周辺地区の利便性を高めるとともに、橋本駅周辺の商業地との

連続性の確保を図る。 

＜Ｄ地区＞ 

都市計画道路沿道については、道路交通による後背地への影響を考慮しつつ、

地区に必要なサービス施設及び中低層住宅の誘導を図る。 

＜Ｅ地区＞ 

 良好な住環境を形成するため、主として低層住宅の誘導を図る。 

地区施設の 

整備の方針 

＜広場状空地＞ 

 地区内に拠点にふさわしい多目的に利用できる広場状空地を配置する。 

＜道路＞ 

 地区内の道路ネットワークを構築すると共に、界隅性に富んだ歩行空間を確

保するため、適切な位置に「区画道路」を配置する。 

＜歩行者専用通路＞ 

 区域内の適切な位置に歩行者のための歩行空間を配置する。 

 

 

 

 

 

 

建築物等の 

整備の方針 

 

 

 

 

 

 建築物等の整備の方針を各地区の特性に応じて、次のように定めるとともに

、必要に応じ、建築物の用途、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最

高限度、敷地面積の最低限度、壁面の位置、高さの最高限度等について必要な

基準を設ける。 

＜Ａ地区、Ｂ地区＞ 

・ 建築物の整備にあたっては、周辺環境へ配慮しつつ、土地の高度利用を図 

り、敷地内にオープンスペースを確保し、快適な都市環境を創出する。 

・ 道路に面した位置に歩道と一体となった歩行空間の確保と樹木の適正な配 

置により、魅力ある都市景観の創出を図る。 

＜Ｃ地区＞ 

・ 主として地区内の住民の利便性を考慮した商業・業務施設の保全及び誘導 

を図り、良好な街並み形成と魅力ある市街地環境の創出を図る。 

・ 道路に面した位置に歩道と一体となった歩行空間の確保を図る。 

平成 8 年 11 月 19 日方針決定 
平成 11 年 2 月 23 日整備計画決定 

平成 15 年 3 月 28 日地区施設の広場を 
都市施設の公園に変更 

平成 30 年 6 月 18 日変更 



 

 

建築物等の 

整備の方針 

＜Ｄ地区＞ 

・ 秩序ある中低層建築物等が立地できる地区として、良好な街並み形成と良 

 好な居住環境の形成を図る。 

＜Ｅ地区＞ 

・ 低層住宅地を目指した良好な居住環境の形成を図る。 

 

緑化の方針 

 潤いのある快適な街並みを形成するため、Ａ地区、Ｂ地区、Ｃ地区にあって

は、歩行空間に適切な植樹を施すとともに、建築物と一体となった都市景観に

配慮した緑化空間の創出を図る。 

 また、Ｄ地区、Ｅ地区については、宅地内緑化を推進し、快適な住環境の創

出を図る。 

 

地
区
整
備
計
画 

地区施設 

の配置 

及び規模 

道路 
幅員  ６ｍ  延長 約６９０ｍ 

幅員  ４ｍ  延長 約１００ｍ（歩行者専用） 

歩行者 

専用通路 
幅員  ６ｍ  延長 約２７０ｍ 

広場状 

空地 
面積  約５００㎡   ｌヶ所 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の 

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 

地区の 

面積 
約５.３ｈａ 約５.１ｈａ 約３.１ｈａ 約２.２ｈａ 約０.８ｈａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物等の 

用途の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に掲げ

る建築物は

建築しては

ならない。 

（１）住宅、

共同住宅、

寄宿舎及

び下宿 

（２）５階

以上の部

分を物品

販売業を

営む店舗

の用途に

供するも

の 

（３）マー

ジャン屋、

ぱちんこ

屋、射的

場、勝馬

投票券発

売所及び

場外車券

売場 

（４）ダン

スホール 

（５）ナイ

トクラブ

その他こ

れに類す

 次に掲げ

る建築物は

建築しては

ならない。 

（１）専有

床面積が

２５㎡以

下の住戸

を１５戸

以上有す

る共同住

宅 

（２）物品

販売業を

営む店舗

の用途に

供するも

のでその

用途に供

する部分

の床面積

の合計が

３,００

０㎡を超

えるもの

又は５階

以上の部

分にある

もの 

（３）ボー

リング場、

 次に掲げ

る建築物は

建築しては

ならない。 

（１）建築

物の１階

部分を住

宅、共同

住宅、寄

宿舎及び

下宿の用

途に供す

るもの（

それらの

用途のた

めの入口

ホール、

階段、建

築設備諸

室、自動

車車庫、

自転車置

場、物置、

管理人室

等の部分

を除く。）

（２）専有

床面積が

２５㎡以

下の住戸

を１５戸

 次に掲げ

る建築物は

建築しては

ならない。 

（１）専有

床面積が

２５㎡以

下の住戸

を１５戸

以上有す

る共同住

宅 

（２）事務

所、店舗、

飲食店そ

の他これ

らに類す

る用途に

供するも

のでその

用途に供

する部分

の床面積

の合計が

３，００

０㎡を超

えるもの 

（３）ホテ

ル又は旅

館 

（４）カラ

 次に掲げ

る建築物以

外の建築物

は建築して

はならない。

（１）住宅 

（２）住宅

で事務所、

店舗その

他これら

に類する

用途を兼

ねるもの

のうち建

築基準法

施行令第

１３０条

の３に規

定するも

の 

（３）共同

住宅（専

有床面積

が２５㎡

以下の住

戸を１５

戸以上有

するもの

を除く。）

（４）診療

所 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
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建築物等の 

用途の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る建築基

準法施行

令第１３

０条の７

の３で定

めるもの 

（６）キャ

バレー、

料理店そ

の他これ

らに類す

るもの 

（７）個室

付浴場業

に係る公

衆浴場そ

の他これ

に類する

建築基準

法施行令

第１３０

条の９の

２に規定

するもの 

（８）自動

車教習所 

スケート

場、スキ

ー場、ゴ

ルフ練習

場及びバ

ッティン

グ練習場 

（４）カラ

オケボッ

クスその

他これに

類するも

の 

（５）マー

ジャン屋、

ぱちんこ

屋、射的

場、勝馬

投票券発

売所、場

外車券売

場その他

これらに

類するも

の 

（６）ナイ

トクラブ

その他こ

れに類す

る建築基

準法施行

令１３０

条の７の

３で定め

るもの 

（７）キャ

バレー、

料理店そ

の他これ

らに類す

るもの 

（８）個室

付浴場業

に係る公

衆浴場そ

の他これ

に類する

建築基準

法施行令

第１３０

条の９の

２に規定

するもの 

以上有す

る共同住

宅 

（３）学校

（大学、

高等専門

学校、専

修学校、

各種学校

及び幼保

連携型認

定こども

園を除く。）

又は図書

館 

（４）勝馬

投票券発

売所又は

場外車券

売場 

（５）個室

付浴場業

に係る公

衆浴場そ

の他これ

に類する

建築基準

法施行令

第１３０

条の９の

２に規定

するもの 

（６）自動

車教習所 

（７）倉庫

業を営む

倉庫 

（８）建築

基準法別

表第２（

と）項第

２号から

第４号ま

でに掲げ

るもの 

（原動機を

使用する

パン屋、

米屋、豆

腐屋、菓

子屋その

他これら

に類する

オケボッ

クスその

他これに

類するも

の 

（５）ボー

リング場、

スケート

場、水泳

場その他

これらに

類する建

築基準法

施行令第

１３０条

の６の２

に規定す

る運動施

設 

（６）マー

ジャン屋、

ぱちんこ

屋、射的

場、勝馬

投票券発

売所、場

外車券売

場その他

これらに

類するも

の 

（７）劇場、

映画館、

演芸場若

しくは観

覧場又は

ナイトク

ラブその

他これに

類する建

築基準法

施行令第

１３０条

の７の３

で定める

もの 

（８）学校

（幼保連

携型認定

こども園

を除く。）

又は図書

館 

（５）巡査

派出所、

公衆電話

所その他

これらに

類する建

築基準法

施行令第

１３０条

の４に規

定する公

益上必要

な建築物 

（６）前各

号の建築

物に附属

するもの

（建築基

準法施行

令第１３

０条の５

各号に掲

げる建築

物を除く。）

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物等の 

用途の制限 

（９）自動

車教習所 

（１０）倉

庫業を営

む倉庫 

（１１） 

 畜舎 

（１２）建

築基準法

別表第２

（へ）頂

第２号に

掲げるも

の（原動

機を使用

するパン

屋、米屋、

豆腐屋、

菓子屋そ

の他これ

らに類す

る食品製

造業（食

品加工業

を含む。）

又はクリ

ーニング

業を除く。） 

（１３）建

築基準法

別表第２

（と）項

第３号及

び第４号

に掲げる

もの（同

項第３号

（５）に

掲げる事

業（裁縫

及び編物

に限る。）

又は同号

（１２）

に掲げる

事業を除

く。） 

 

 

 

 

 

食品製造

業（食品

加工業を

含む。）、

クリーニ

ング業、

同頂第３

号（５）

に掲げる

事業（裁

縫及び編

物に限る。）

又は同号

（１２）

に掲げる

事業を除

く。） 

（９）自動

車教習所 

（１０）倉

庫業を営

む倉庫 

（１１）原

動機を使

用する作

業場の床

面積の合

計が１５

０㎡を超

える自動

車修理工

場 

（１２）建

築基準法

別表第２

（と）項

第３号及

び第４号

に掲げる

もの（同

項第３号

（５）に

掲げる事

業（木材

の引割若

しくはか

んな削り、

裁縫及び

編物に限

る。）、

同号（１

１）又は

同号（１

２）に掲

げる事業

を除く。）

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 



建築物の建築 

面積の敷地面積 

に対する割合の 

最高限度 

５／１０ ５／１０ ６／１０ 
  

 ただし、建築基準法第５３条第３項

第２号に該当する建築物にあっては、

１／１０を加えた数値とする。 

建築物の敷地 

面積の最低限度 

２,５００

㎡ 

２,５００

㎡ 

５００㎡ １２０㎡ １２０㎡ 

 ただし、次の各号の一に該当する土地については、この限りでな

い。 

（１）公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な建

築物の敷地として使用する土地 

（２）告示日において現に建築物の敷地として使用されている土地

で当該地区の規定に適合しないものについて、その全部を一の

敷地として使用するもの 

（３）土地区画整理法の規定による換地処分又は仮換地の指定を受

けた土地で当該地区の規定に適合しないものについて、所有権

その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用するも

の 

 

 

 

 

 

 

壁面の位置の制限 

建築物の壁又はこれに代わる柱の面

から道路境界線までの距離は、計画図

に示す位置において、それぞれ３．５

ｍ又は２．５ｍ以上とし、隣地境界線

及び歩行者専用通路境界線までの距離

は、１ｍ以上とする。 

ただし、地盤面下の部分又は公共用

歩廊その他これらに類する公益上必要

なものについては、この限りでない。 

建築物の壁又はこれに

代わる柱の面から道路境

界線（計画図に表示する

部分に限る。）及び隣地

境界線までの距離は、０．

５ｍ以上とする。 

ただし、物置、車庫そ

の他これらに類する用途

に供する建築物で、高さ

が３ｍ以下で、かつ、軒

の高さが２．３ｍ以下の

ものについては、この限

りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物等の高さ 

の最高限度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １.建築物

の高さは、

１８ｍ以

下とする。

２.建築物

の各部分

の高さは

、当該各

部分から

前面道路

の反対側

の境界線

又は隣地

境界線ま

での真北

方向の水

平距離が

４ｍ未満

の範囲に

あっては、

当該水平

距離に  

１.建築物

の高さは、

１２ｍ以

下とする。

２.建築物

の各部分

の高さは

、当該各

部分から

前面道路

の反対側

の境界線

又は隣地

境界線ま

での真北

方向の水

平距離に  

１．２５

を乗じて

得たもの

に７ｍを

加えたも
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建築物等の高さ 

の最高限度 

１．２５

を乗じて

得たもの

に７ｍを

加えたも

の以下と

し、真北

方向の水

平距離が

４ｍ以上

の範囲に

あっては

当該水平

距離から

４ｍを減

じたもの

に０．６

を乗じて

得たもの

に１２ｍ

を加えた

もの以下

とする。 

の以下と

する。 

建築物等の形態 

又は意匠の制限 

建築物の形態又は意匠は、良好な街

並みを創出するため、都市景観に配慮

したものとする。 

建築物の屋根、外壁等

は、良好な街並みを創出

するため周囲の景観と調

和したものとし、刺激的

な色彩を避けるものとす

る。 

かき又はさくの 

構造の制限 

道路に面するかき又はさくの構造は、

生け垣又は透視可能なフェンス等（地

盤面からの高さが０．６ｍ以下の部分

又は門等の出入口の部分は除く。）と

し、歩行空間に配慮したものとする。 

道路に面するかき又は

さくの構造は、生け垣又

は透視可能なフェンス等

（地盤面からの高さが０．

６ｍ以下の部分又は門等

の出入口の部分は除く。）

とする。 

※決定事項による「壁面の位置の制限」の文中、計画図に示す位置は、パンフレットの区域図に示す部

分 
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